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して減免し、３から５までの自動車の取得については、取得価格と 300
万円とのいずれか少ない価格に税率を乗じて得た額を限度として減免
し、７又は８の自動車の取得については当該自動車の取得価額のうち下
肢等障害者の利用に供するための製造若しくは構造変更又は専ら下肢等
障害者が運転するための製造若しくは構造変更に要した金額として知事
が定める額に税率を乗じて得た額に相当する額を減免する。
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狩猟者登録を申請する日前１年以内に認定鳥獣捕獲等事業者の捕
獲従事者として、京都府内で実施した鳥獣の保護及び管理並びに
狩猟の適正化に関する法律第 14 条の２の指定管理鳥獣捕獲等事業
又は同法第９条の許可（鳥獣の管理の目的に限る。）による捕獲等
事業に従事した者には、狩猟税を課さない（申請時に認定鳥獣捕
獲等事業者の捕獲事業者であることが必要。）。
狩猟者登録を申請する日前１年以内に、鳥獣の保護及び管理並びに
狩猟の適正化に関する法律第９条第１項の許可を受けた者又は同法
第９条第８項の従事者として従事者証の交付を受けた者が当該許可
に係る鳥獣の捕獲等を行った場合は、上記税率の２分の１となる。

者を
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税　　　　目

府　
　
　

民　
　
　

税

個　　　人

法　　　人

利　子　割

事　
　
　

業　
　
　

税

個　　　人

法　　　人

地 方 消 費 税

不 動 産 取 得 税

府  た  ば  こ  税　

（63年度まで府
たばこ消費税）

ゴルフ場利用税

（63年度まで娯
楽施設利用税）

特別地方消費税
35 年 度 ま で
遊 興 飲 食 税
63 年 度 ま で
料 理 飲 食 等
消 費 税

自 動 車 税

鉱 区 税

狩猟者登録税
狩猟免許税
狩 猟 者 税

府 が 課 す る
固 定 資 産 税

自 動 車 取 得 税

軽 油 引 取 税

狩 猟 税
平成 15 年度まで
入 猟 税

産 業 廃 棄 物 税

府　

税

府税収入額
（対前年比）
標準収入額
（対前年比）

譲
与
税

譲 与 税
（対前年比）
標準収入額
（対前年比）

⎛　　　　　　⎞
｜　　　　　　｜
｜　　　　　　｜
｜　　　　　　｜
⎝　　　　　　⎠

（　　　）

（　　　）
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免税点
　15 万円（30 万円）

税　率  　３％（５％）
（　）内は、昭和 53 年
及び昭和 54 年度の２
年間の暫定措置、ただ
し税率については、営
業用自動車及び軽自動
車を除く。

１キロリットルにつき
15,000 円（19,500 円）
（　）内は、昭和 53、
54 年度の暫定措置

円

円

円

税　　　　目

府　
　
　

民　
　
　

税

個　　　人

法　　　人

利　子　割

事　
　
　

業　
　
　

税

個　　　人

法　　　人

地 方 消 費 税

不 動 産 取 得 税

府  た  ば  こ  税　

（63年度まで府
たばこ消費税）

ゴルフ場利用税

（63年度まで娯
楽施設利用税）

特別地方消費税
35 年 度 ま で
遊 興 飲 食 税
63 年 度 ま で
料 理 飲 食 等
消 費 税

自 動 車 税

鉱 区 税

狩猟者登録税
狩猟免許税
狩 猟 者 税

府が課する固定資産税

自 動 車 取 得 税

軽 油 引 取 税

狩 猟 税
平成 15 年度まで
入 猟 税

産 業 廃 棄 物 税

府　

税

府税収入額
（対前年比）
標準収入額
（対前年比）

譲
与
税

譲 与 税
（対前年比）
標準収入額
（対前年比）

⎛　　　　　　⎞
｜　　　　　　｜
｜　　　　　　｜
｜　　　　　　｜
⎝　　　　　　⎠

（　　　）

（　　　）

税　　　　目

府　
　
　

民　
　
　

税

個　　　人

法　　　人

利　子　割

事　
　
　

業　
　
　

税

個　　　人

法　　　人

地 方 消 費 税

不 動 産 取 得 税

府  た  ば  こ  税　

（63年度まで府
たばこ消費税）

ゴルフ場利用税

（63年度まで娯
楽施設利用税）

特別地方消費税
35 年 度 ま で
遊 興 飲 食 税
63 年 度 ま で
料 理 飲 食 等
消 費 税

自 動 車 税

鉱 区 税

狩猟者登録税
狩猟免許税
狩 猟 者 税

府が課する固定資産税

自 動 車 取 得 税

軽 油 引 取 税

狩 猟 税
平成 15 年度まで
入 猟 税

産 業 廃 棄 物 税

府　

税

府税収入額
（対前年比）
標準収入額
（対前年比）

譲
与
税

譲 与 税
（対前年比）
標準収入額
（対前年比）

⎛　　　　　　⎞
｜　　　　　　｜
｜　　　　　　｜
｜　　　　　　｜
⎝　　　　　　⎠

（　　　）

（　　　）

税　　　　目

府　
　
　

民　
　
　

税

個　　　人

法　　　人

利　子　割

事　
　
　

業　
　
　

税

個　　　人

法　　　人

地 方 消 費 税

不 動 産 取 得 税

府  た  ば  こ  税　

（63年度まで府
たばこ消費税）

ゴルフ場利用税

（63年度まで娯
楽施設利用税）

特別地方消費税
35 年 度 ま で
遊 興 飲 食 税
63 年 度 ま で
料 理 飲 食 等
消 費 税

自 動 車 税

鉱 区 税

狩猟者登録税
狩猟免許税
狩 猟 者 税

府が課する固定資産税

自 動 車 取 得 税

軽 油 引 取 税

狩 猟 税
平成 15 年度まで
入 猟 税

産 業 廃 棄 物 税

府　

税

府税収入額
（対前年比）
標準収入額
（対前年比）

譲
与
税

譲 与 税
（対前年比）
標準収入額
（対前年比）

⎛　　　　　　⎞
｜　　　　　　｜
｜　　　　　　｜
｜　　　　　　｜
⎝　　　　　　⎠

（　　　）

（　　　）
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　　　　　昭和５８年度

均等割
　資本等の金額 50 億円超 300,000 円
　資本等の金額 10 億円超
　50 億円以下 200,000 円
　資本等の金額１億円超
　10 億円以下 40,000 円 
　資本等の金額１千万円超
　１億円以下 12,000 円
　その他 4,000 円

 

 8,670 円

ぱちんこ場
　１～ 15 級 1,020 円～ 40 円
まあじゃん場
　１～９級 1,150 円～ 350 円
たまつき場
　１～ 15 級 3,120 円～ 260 円
ゴルフ練習場１人１回につき 110 円
 ｛  60 円
ゴルフ場１人１日につき
　１～７級 1,650 円～ 850 円
（58.6.1 施行）
 

宿泊基礎控除 2,500 円
（59.1.1 施行）

試掘鉱区  面積 100 アールごとに 200 円
採掘鉱区　　　〃　　   〃 400 円

甲種　乙種 10,000 円
当該年度の府民税所得割を納付するこ
とを要しないもの 4,500 円 
丙種 3,300 円

免税点、税率の暫定措置
電気自動車の税率軽減措置
　　　　昭和 60 年 3 月 31 日まで延長

税率暫定措置
　　　　昭和 60 年 3 月 31 日まで延長

甲種　乙種 6,500 円
丙種 2,200 円

　　　　１８５, ７３０（１０３）

　　　　　１７１, ７２２（９４）

　　　　　　２, ４７１（１０６）

　　　　　　２, ４４５（１０３）

狩 猟 税
（平成 15 年度まで入
猟 税 ）

税　　　　目

府　
　
　

民　
　
　

税

個　　　人

法　　　人

利　子　割

事　
　
　

業　
　
　

税

個　　　人

法　　　人

地 方 消 費 税

不 動 産 取 得 税

府  た  ば  こ  税　

（63年度まで府
たばこ消費税）

ゴルフ場利用税

（63年度まで娯
楽施設利用税）

特別地方消費税
35 年 度 ま で
遊 興 飲 食 税
63 年 度 ま で
料 理 飲 食 等
消 費 税

自 動 車 税

鉱 区 税

狩猟者登録税
狩猟免許税
狩 猟 者 税

府が課する固定資産税

自 動 車 取 得 税

軽 油 引 取 税

狩 猟 税
平 成 15 年 度 ま で
入 猟 税

産 業 廃 棄 物 税

府　

税

府税収入額
（対前年比）
標準収入額
（対前年比）

譲
与
税

譲 与 税
（対前年比）
標準収入額
（対前年比）

⎛　　　　　　⎞
｜　　　　　　｜
｜　　　　　　｜
｜　　　　　　｜
⎝　　　　　　⎠

（　　　）

（　　　  ）
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 平成１８年度

住宅及び土地
100 分の 3（平成
21年3月31日まで
の取得）
住宅以外の家屋
100 分の 3.5（平
成18年4月1日か
ら平成20年3月31
日までの取得）

税率 1,000 本につ
き 1,074 円
（旧3級品は511円）
（平成18 年7月1日
以後 )

グリーン化税制の
2年延長（軽減対象
重点化）

低燃費車特例の
２年延長
（重点化）

２８９,１７０（１０３.９）

２５６,６３２（１２５.３）

４６,４８６（２８６.８）

４６,５３５（２８５.８）

たばこ
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宅地評価土地（住宅用地・
商業用地）に係る課税標
準の特例（2 分の 1）を 3
年延長

道路特定財源の一般財源化とな
るも課税免除措置は 3年間継続

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

軽減税率（3％）の廃止
（平成 26 年 1 月 1 日以降）

地方法人税（国税）の創設に伴い、平成 26 年 10 月 1 日以後に開始する事業年度から法人税割の税率を引
下げ
5％（5.8％）→ 3.2％（4％）
（括弧内は超過税率）

平成 26 年 10 月 1 日以後に開始する事業年度から地方法人特別税を 1/3 縮小し、法人事業税に復元

税率 17/63（実質 1.7％）（平成 26 年 4 月 1 日以降）

住宅及び土地　100 分の 3
（平成27年３月31日までの取得）
宅地評価土地（住宅用地・商業
用地）に係る課税標準の特例（2
分の 1）を 3年延長

税率 1,000 本につき 860 円
（旧 3級品は 411 円）
（平成 25 年 4 月 1 日以降）

グリーン化税制の 2年延長
（適用対象見直し）

グリーン化税制の 2年延長
（適用対象見直し）

エコカー減税の 3 年延長（基準
の見直し、重点化）
低公害車特例と低燃費車特例の
期限切れに伴う統合（基準の見
直し、3年間の措置）
バリアフリー・ASV特例の創設

・税率の引下げ
　自家用自動車（軽自動車く）100 分の 3
　営業用自動車、軽自動車　100 分の 2
・環境性能に優れた自動車に係るエコカー減税の軽減割合拡充

課税免除特例措置を原則 3 年延
長

２３４，６２６   　（９８．１） ２４２，７６６（１０３．５） ２５１，０１０（１０３．４）

２２８，０５０（１０３．３） ２１７，６０５   　（９５．４） ２２４，９１４（１０３．４）

３４，４５８（１０３．２） ４１，１７７（１１９．５） ４９，１２８（１１９．３）

３４，１６２（１０１．４） ３６，７７９（１０７．７） ４５，０５５（１２２．５）

１　資本金の額又は出資金の額が１億円超の普通法人以外の法人
（外形標準課税非適用法人）

区　　　　　分 税　　率

所

得

課

税

法

人

普
通
法
人

各事業年
度の所得
のうち

年400万円以下の
金額
年400万円を超え
年800万円以下の
金額
年800万円を超え
る金額

100分の3.4
（100分の3.65）
100分の5.1
（100分の5.465）
100分の6.7
（100分の7.18）

特
別
法
人

各事業年
度の所得
のうち

年400万円以下の
金額

年400万円を超え
る金額

100分の3.4
（100分の3.65）

100分の4.6
（100分の4.93）

３以上の都道府県に事務所等を
設けて事業を行う法人のうち、
資本金の額又は出資金の額が
1,000 万円以上である法人
　普通法人

　特別法人

100分の6.7
（100分の7.18）
100分の4.6
（100分の4.93）

収入金額
課税法人

電気供給業、ガス供給業
又は保険業を行う法人

100分の0.9
（100分の0.965）

２　資本金の額又は出資金の額が１億円超の普通法人
（外形標準課税適用法人）

区　　　　　分 税　　率

所得割

年400万円以下の所得金額 100分の2.2
（100分の2.39）

年400万円を超え年800万円
以下の所得金額

100分の3.2
（100分の3.475）

年800万円を超える所得金額
及び清算所得

100分の4.3
（100分の4.66）

付加価値割 100分の0.48
（100分の0.504）

資　本　割 100分の0.2
（100分の0.21）

３　地方法人特別税
区　　　　　分 税　　率

外形標準課税適用法人の基準法人所得割額 67.4％

外形標準課税適用法人以外の法人の基準法
人所得割額 43.2％

基準法人収入割額 43.2％

たばこ

：通常の2分の1
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税　　　　目 平成２７年度

府　
　
　

民　
　
　

税

個　　　人

配当割及び
株式等譲渡所得割

法　　　人

利　子　割

事　
　
　

業　
　
　

税

個　　　人

法　　　人

　平成 27 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度から外形標準課税を見直し（1/4 から 3/8 に拡大）

地 方 消 費 税

不 動 産 取 得 税
住宅及び土地　100 分の 3
（平成 30 年３月 31 日までの取得）
宅地評価土地（住宅用地・商業用地）に係る課税標準の特例（2分の 1）を 3年延長

府  た  ば  こ  税　

（63年度まで府
たばこ消費税）

ゴルフ場利用税

（63 年度まで
娯楽施設利用税）

自 動 車 税

鉱 区 税

府が課する固定資産税

自 動 車 取 得 税 エコカー減税の 2年延長
（基準の見直し、重点化）

軽 油 引 取 税

狩 猟 税
（平成15年度

まで入猟税）
対象鳥獣捕獲員又は認定鳥獣捕獲等事業者の従事者が受ける狩猟者の登録に係るもの非課税
有害鳥獣捕獲許可に基づく許可捕獲の従事者が受ける狩猟者の登録に係る税率：通常の２分の１

産 業 廃 棄 物 税

府　

税

府税収入額
（対前年比） ２８６，０４９（１１４．０）

標準収入額
（対前年比） ２６０，３７０（１１５．８）

譲
与
税

譲 与 税
（対前年比） ４４，７６４（９１．１）

標準収入額
（対前年比） ４５，１６１（１００．２）

１　資本金の額又は出資金の額が１億円超の普通法人以外の法人
（外形標準課税非適用法人）

区　　　　　分 税　　率

所

得

課

税

法

人

普
通
法
人

各事業年
度の所得
のうち

年400万円以下の
金額
年400万円を超え
年800万円以下の
金額
年800万円を超え
る金額

100分の3.4
（100分の3.65）
100分の5.1
（100分の5.465）
100分の6.7
（100分の7.18）

特
別
法
人

各事業年
度の所得
のうち

年400万円以下の
金額

年400万円を超え
る金額

100分の3.4
（100分の3.65）

100分の4.6
（100分の4.93）

３以上の都道府県に事務所等を
設けて事業を行う法人のうち、
資本金の額又は出資金の額が
1,000 万円以上である法人
　普通法人

　特別法人

100分の6.7
（100分の7.18）
100分の4.6
（100分の4.93）

収入金額
課税法人

電気供給業、ガス供給業
又は保険業を行う法人

100分の0.9
（100分の0.965）

２　資本金の額又は出資金の額が１億円超の普通法人
（外形標準課税適用法人）

区　　　　　分 税　　率

所得割

年400万円以下の所得金額 100分の1.6
（100分の1.755）

年400万円を超え年800万円
以下の所得金額

100分の2.3
（100分の2.53）

年800万円を超える所得金額
及び清算所得

100分の3.1
（100分の3.4）

付加価値割 100分の0.72
（100分の0.756）

資　本　割 100分の0.3
（100分の0.315）

３　地方法人特別税
区　　　　　分 税　　率

外形標準課税適用法人の基準法人所得割額 93.5％

外形標準課税適用法人以外の法人の基準法
人所得割額 43.2％

基準法人収入割額 43.2％
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